













































































































































































































































































































































































































IBM　PCとの互換性 無 無 無 無
CPUのビット数 8 8 32 32
機能 カラーグラt　・’　ス ROM内蔵BASICGUI カラー化
発売年 1977 1979 1984 1987















CPUのビット数 16 16 16 32
機能 高品質キーボード HDD 16ビツトバス 32ビットバス
発売年 1981 1983 1984 1987
戦略 Evo 氾VO Evo H協
1．　Apple　ll
　図1が示すように発売が開始された1977年のApple
Hの売り上げは570台であったが、翌年には7600台を
売り上げ設置べ一スは8170台となり、1979年に4万
3270台、1981年には30万台を超えるまでとなり非常
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に大きな成功を収めたXi　Xi。この成功は性能及び機能
の向上によるものである。
図1Apple皿の販売台数と設置ベース（単位は100台）
出典：Linzmayer，　O，　W＆Hayashi及びStevenWeyhrich（2002）
より作成
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性能に関してApple　llはCPUとしてAltair　8800が採
用していたhnte18080と比較してより高い性能を有し
ていたMOS　6502を採用しており、またカラーグラフ
ィックを表示する能力も有していた。
　機能面での最大の相違は完成品であるかどうかであ
る。Ntair　8800は半完成品の組み立てキットの形で販
売され購入者が自ら半田こてを使用し組み立てる必要
があり、その利用者はハードウェアに関する知識を要
求された。またソフトウェアに関してもその初期には
ユーザーは自らプログラミングを行うことでソフトウ
ェアを入手する必要があり、ユーザーにはソフトウェ
アに関する知識も要求されたのである。このように
Ntair　8800はハードウェアとソフトウェアの両方に関
する知識をユーザーに要求したため、その対象となる
ユーザーは極めて少数に限られていたのである。
Apple　IIは組み立てキットとして販売されたNtair
8800とは異なり完成品の状態で販売され、キーボード
やディスプレイ出力端子、プログラミング言語である
BASICを内蔵したROM（Read　Only　Memory）が搭載
されており、購入者はテレビモニタに接続するだけで
Apple　r【を利用することが可能であった。またカセット
テープ接続ポートが用意されており、製品初期にはカ
セットテープが、Apple　ll用のフロッピーディスクドラ
イブが発売されてからはフロッピーディスクがソフト
ウェア流通のメディアとして利用され、ユーザV－一・は自
らソフトウェアを開発する必要性から解放された。こ
のようにApple　IIはハL－一一一ドウェアとソフトウェアの双
方に関して深い知識を持っエンジニアやホビィストで
はなく、一般消費者にも利用可能なコンピュータとな
ったのである。
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　このような潜在的な利用者層の拡大は、おそらく既
存のソフトウェアとの間の互換性に関する問題の一つ
であるスイッチングコストの問題を解消させたのであ
ると考えられる。つまり、新たに生まれた利用者層は
既存のソフトウェア資産を所有しておらず、それ故既
存製品との間に互換性を持たない新しい機種を購入す
ることへの抵抗が極めて小さいあるいはゼロであると
いうことであり、それ故既存製品との互換性の欠如が
Apple　H購入の障害とならなかったということである。
　互換性の欠如から生じるもう一つの問題であるチキ
ン＆エッグ問題であるが、おそらくApple　Hの普及初期
には発生していたと考えられる。先に触れたように
Apple　Hの販売台数は販売初年度には570台にとどま
っており、売り上げが伸び設置べ一スが増大するのは
Apple　H用のソフトウェアが充実、特に世界最初の表計
算ソフトであるVisiCalcが発売されてからであり、お
そらくはソフトウェアの欠如がその導入を制限してい
たのであろう。
　しかしながら、カラーグラフィックをサポートする
などハードウェアが非常に強力な性能を持っていた
App短Hには、強力なグラフィック性能を生かしたゲー
ムソフトが多数開発、移植され急速にソフトウェアが
整備されたため、Apple　llの売り上げがクリティカルマ
スに到達せずに失速するという事態は避けられたので
あろう。
　そして世界初の表計算ソフトであるVisiCalcなどが
Apple　Hをターゲットとして開発され、消費者はこれら
のソフトウェアを利用するためにApple　Hを購入する
ようになり、Apple　Hの普及は加速したのである。
VisiCalcはホビーユース中心であったパソコンの使用
目的にビジネス用途を付け加え、重要なターニングポ
イントとなった。つまり、技術的な素養を持たない人々
や企業が購入者層に加わったのである。
Apple社の創業者の一人であり、Apple　Hの開発者で
もあるWozniakは当時のことを次のように述べている。
　「セールスの現場では～奄siCalcを欲しいという人が
押し寄せました。中小企業の経営者たちはこう言いま
した。　　　「Apple　Hを買ったら、経理のことをコ
ンピュータがすべてやってくれたぞ。そのソフトウェ
アがVisiCalcで、　VisiCalcを動かせるのはApple　Hだけ
なのさ」とね私は表計算を使うユーザーではありま
せんでしたから、ハードを設計する際には、表計算の
ことなど考えたこともありませんでした。それなのに、
現実には表計算ソフトの登場によってApple　Hの利用
”fソコン暢におグる孟
　　　　　　　　　　　　　　齢　丈
1θ社と1BM産の友繊解〆ごついでの一考察／
範囲が大きく広がったのです」）ciii
　このようにレボリューション戦略を採用した競合製
品を上回る性能と、そして購入者層を拡大したことに
より互換性の欠如というレボリューション戦略の問題
点を克服し、高いシェアを獲得することに成功したの
である。
2．　MacintOsh
　MacintoshはApple　Hと同様のレボリューション戦略
を採用したわけであるが、Apple　Hのような成功を
Apple社にもたらすことはなかった。図2はApple社
の1980年以降のシェアの変動を示したものである。
1981年の時点では14％のシェアを獲得していたが
1982年以降10％を割り込んでいることが示されてい
る。ではなぜそのような差異が生まれたのであろうか。
図2Apple社及びIBM社のシェア変動（単位は％）
出典：LangloiS　Richard　N．（1992）p．35より作成
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　レボリューション戦略に基づき普及価格でGUIを
提供したMacintOshは、そのOSにMacintoshの画面表
示をすべて行うQUickl）rawと呼ばれる画像描画ルーチ
ンを搭載していた。Quickl》rawのようなグラフィック
APIを備えていないOS、例えばDOSなどではプログ
ラマーは自らグラフィック処理機能を作成する必要が
あったが、MacintOshを対象としたソフトウェアの開発
者はQuickl］trawの機能をプログラムから呼び出すこと
で画像表示機能を利用することができた。また
MacintOshは画面の表示と印刷の結果が一致する
WYSIWYG（What　You　See　ls　What　You　Get）が実現さ
れていた。このようにMacintOShは当時としては優れ
たグラフィック処理能力を有していたのである。
　1984年に設立されたAldus社はPageMakerと名付け
られたMacintOshの優れたグラフィック処理機能を活
用したぺL－一一一ジレイアウトソフトを開発した。このソフ
トは出版物や印刷物のページ内のレイアウトを設定す
ることができ、それぞれ別の専門業者に委託していた
編集、製版といった作業をMacintOsh上で行うことを
可能にした。とはいえMacintoshのWYSIWYGは比較
的低いDPI（Dot　Per　Ihch）に限られており、そのまま
では出版用途のごく一部にしか使われることはなかっ
ただろう。しかし、それを変えたのがPostS（；riptであ
る。
Adobe社は1984年にPostScriptと名付けられたペー
ジ記述言語を発表した。これは画像を生成する一種の
プログラム言語である。どこに何を描くのかをプログ
ラムとして記述し、それをPostScriptインタープリタ
が解釈して実行することで画像が生成されるのである。
この方式の利点は、画像を点の集合体として扱うビッ
トマップ方式とは異なり特定の解像度に依存しないた
め、出力装置の持つ最高の解像度で出力することがで
き、またサイズを変更してもイメ・一一一ジが劣化すること
がないことである。こうした特質ゆえに品質が求めら
れるグラフィック用途に適するのである。
Apple社はPostS（）riptインタープリタを同社のレーザ
・一一一・vリンタであるIamwrikrに搭載した。また、　Aldus
社もPageMakerにPostS（ガptの出力機能を与えた。こ
れにより、それぞれ別の専門業者に委託していた出版
業界の作業工程が少人数で且つ同じ場所で行えるよう
になり、こうしたコンピュータ上での出版の作業工程
はDTP（Deskmp　PutbkShing）と呼ばれ急速に普及した。
DTPという用途を開拓したMacintOshはこの分野に関
しては先発者となり独特の地位を築くことに成功した。
　しかしながらMacinωshはApple　Hのような高いシ
ェアを獲得することは出来なかった。その理由として
はBM　PCの存在が大きな影響を与えていると考えら
れる。16ビットパソコンを1981年に発売したBM社
は8ビットパソコンからの脱却ではApple社に先行し
た。また他社から互換機が発売されたBM　PCは設置
ベースを増やし、それらの結果として補完製品を先に
充実させたIBM社はより多くのユーザーを引き寄せ
Apple社のシェアを失わせたのである。
　IBM　pcに対する発売の遅れが、　MacintOshがシェア
を伸ばすことができなかった理由の一っであるが、も
う一つの問題としてはソフトウェア資産の充実が遅れ
たことも挙げることができる。レボリューション戦略
の採用がApple　H用のソフトウェアなど既存の資産の
活用を不可能にしたほか、GUIを採用したMacintOsh
用のソフトウェア開発には従来のCUI（Charam　Usu
lhterface）とは異なった開発手法が必要となり、新しい
手法への熟練の必要性がMacintOsh用のソフトウェア
の速やかな供給を阻害したのである。
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　このようにレボリューション戦略を選択した
MaCintOshは、グラフィック処理に強いGU【パソコン
の先駆者となりDTPという用途を開拓し、その分野で
は先発者となり標準的地位を獲得した。しかしそれ以
外の分野では後発者であり、また後方互換性が確保さ
れなかったため間接的ネットワーク外部性が十分に機
能することはなく、それゆえにニッチな存在となった
のである。
3．　IBM　PC及びBM　PC）ff、　BM　PC　Ar
　図2が示すようにBM社のシェアは1981年の参入
から1985年まで順調に増大した。この成功はエボリュ
・一一・・Vョン戦略による製品投入初期における補完製品の
活用、性能向上による専用の補完製品の獲得、そして
互換製品の登場による設置ベースの増大に伴う補完製
品の供給の増大によるものと考えられる。
　BM　PCではCPIMを採用した8ビット・パソコン
との互換性を強く意識した設計がなされていたことは
すでに述べたとおりである。このためWordStarや
dBASE　HなどのCPIMで人気のあったソフトウェアが
短期間でBM　PCに移植された。また8ビット・パソ
コンにおいて標準的存在であったMicrOSt）ft　BASIcを
採用したことでこれを対象にしたソフトウェアも使用
することができ、BM　PCはその発売当初から補完製
品を利用しやすい状況にあったのである。
　しかしながら、実際に歴史的結果としてIBM　PCの
普及を後押ししたのはロータス社から発売された表計
算ソフトである】レ）tus　1－2－3であった。　LOtUs　l・2－3は
BM　PC専用に開発されたソフトウェアであり、　BM
PCの標準搭載より多量のメモリを必要としたものの
高速な動作を実現していた。このため1．otus　1－2－3を使
用するためにBM　PCを購入するユーザーが続出し、
発売から三か月でBM　PCの売り上げが3倍に伸びた
】dV
B
　16ビットのマイクロプロセッサであるlnte18088は
8ビットのマイクロプロセッサと比較してより広いメ
モリ空間を利用することができ、また「lhte18088は
lnte1・8080Aと比較して4倍から6倍高速である」とイ
ンテル社が述べている「vように処理速度の面でも性能
が向上しており、使用可能なメモリ量の拡大と処理速
度の向上により、より高速でより大きなテーブルが使
える表計算ソフトを開発することができたのである。
そしてそのような優れたソフトウェアの存在がIBM
PCへの需要を高めたのである。
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　そして最後の成功要因はIBM　PC互換機の登場であ
る。BM　PC互換機がCOMPAQ社をはじめとする様々
な企業から発売されたことによりBM　PCを対象にし
た補完製品の供給が活発化し、BM　PCとその互換機
がユーザーに与えるベネフィットが増大したのである。
この水平的間接的ネットワーク外部性の影響は、IBM
社が本来意図したものではないが、結果としてBM
PCの普及を後押ししたのである。
　BM　PCとの互換性の維持を重視したIBM　PC　XT及
びBM　PC　ArについてもBM　pcと同様に互換機が各
社から発売された。その結果それらの機種ではBM
PCとの互換性による垂直的間接的ネットワーク外部
性と互換機間での水平的間接的ネットワーク外部性の
二つが有効に機能し豊富な補完財の利用が可能になり、
それらはデファクト・スタンダードとなったのである。
　一方で図2が示すようにBM　PC互換機の普及が進
んだ1986年以降BM社のシェアは低下した。消費者
が望むのは豊富なBM　PC用の補完製品を利用できる
パソコンであり、それがBM社製である必要は必ずし
もなかったからである。
4．　BM　PS／2
　ハイブリッド戦略を選択しlnte1　386やMCAの採用
などハードウェアの性能向上を図りながら、マルチタ
スクやGUIを導入しDOSソフトウェアとの互換性を
維持したOS／2を採用したBM　PS／2であるが、しかし
ながらこのハイブリッド戦略は有効に機能しなかった。
　MS－DOS用ソフトウェアは保護機能が存在しないこ
とを前提に設計されており、保護機能が働くlnte1　286
のプロテクトモードで動作するOS2上での動作には
問題が生じるため、OS／2ではDOS用ソフトを実行す
る際にリアルモードへ切り替える機能が搭載された。
しかし種々の制限が存在するためDOS用ソフトの動
作に関してOS／2はDOSの代替とは成り得ず、　DOS
との互換性を維持することによるチキン＆エッグ問題
の回避を困難iにした。
　OS2はDOSとは全く異なるOSであり、提供され
た新しい機能を活用するには専用のソフトウェアを必
要とした。しかしながらOSρ専用のソフトウェアの
供給は二つの要因によって阻害された。一っ目は
Microsoft社のWindowsの存在である。1985年に発売
されたWindowsはその初期には完成度の低さで普及
することはなかったが、独自のAPI（Application
Programming　lnterface）であるWin16　APIを定義した。
”ぐノコン1方捌こおグるオ
　　　　　　　　　　　　　　識　文
1θ産ま1BM社の友繊努’ごついでの一考痴
ここで問題となったのがWin16　APIはOS2のAPIと
異なっており、Winl6　APIを使用して作成されたソフ
トウェアはOS／2で動作しなかったということである。
WTndowsはOS／2が普及するまでのつなぎの製品であ
るというのがMerosoft社の公式の説明であったが、ソ
フトウェア開発者にとって実際に普及を始めている
WmdowsとそうではないOS2のどちらにソフトウェ
アを供給するべきであるかは明白なことであった。二
つ目の問題は、OS／2は5年後のOSであるという「評
判」である。osnの登場時に「osnの普及はハード
ウェア環境やアプリケーションが整う5年後」とする
論調が様々なメディアに載り廟、このことがソフトウ
ェアの供給を妨げた要因となったのであろう。5年後
に普及するOSに対して「今」ソフトウェアを供給す
る誘因をソフトウェア開発者は持たないであろうから
である。
　またBM　PCで採用されたPCバス、そしてBM　PC
Arで16ビット幅に拡張されたA】「バスに対しMCA
が後方互換性を持たなかったことも問題となった。こ
れらのバスに対応した拡張カードをMCA採用機種で
は使用することができなかったためである。このよう
にBM　PS2はソフトウェア資産とハードウェア資産
の両方で垂直的間接的ネットワーク外部性の利用に制
限があったのである。
　IBM　PCの普及にはBM　PC互換機の存在が貢献し
たと考えられるわけであるが、IBM社はBM　psnの
導入にあたってマシンの各部にBM社の知的所有権
が及ぶ設計を施し、互換機メーカーに対しIBM　PS2
互換機を製造するならBM　PS／2互換機だけではなく
これまでに製造したBM　PCやその後継機の互換機に
も5パーセントのライセンス料を支払うことを要求し
たXVII。このためBM・PS／2ではBM　PCとは異なり互換
機を販売するメーカーはほとんど現れることはなく、
互換性のある製品の増大に伴う補完製品の供給の増大
という水平的間接的ネットワーク外部性による恩恵を
受けることはかなわなかった。
　このようにハイブリッド戦略を選択したIBM　PS2
であるが、互換性の維持が不十分であるために垂直的
間接的ネットワーク外部性を有効に機能させることが
できず、GUI採用パソコンとしては後発であるために
需要を呼び起こすような専用のソフトウェアを獲得す
ることはかなわず、そして高額なライセンス・フィー
は水平的間接的ネットワーク外部性の活用を阻害し、
BM　PCのようにデファクト・スタンダードとなるこ
とは出来なかった。このためBM社はまず1991年の
BM　PS／lでIBM　PC　Arに近い設計を採用し、そして
1994年にBM　Ps／2を打ち切り、　BM　Pc　Arを発展さ
せたBM　PCシリーズによって置き換えた。
V．終わりに
　本稿では、パソコン市場における性能と互換性に基
づく技術戦略の検証としてApple社とBM社を取り上
げた。Apple社のApple　HとMacintOshの成功はレボリ
ューション戦略による新市場開拓の成功例であるが、
一方で特にMadintoshの初期の販売の低迷はその戦略
の脆弱さの証明でもある。IBM　PCの成功はエボリュ
ーション戦略の有効性を示すが、一方でBM　PS2の
失敗はハイブリッド戦略を達成することの困難さを示
している。
　このように本稿ではKatz＆vahanの「互換1生一性能」
モデルを用いて検証を行ったが、彼らは性能とは何か
を明確には定義していない。また、性能や互換性の尺
度を明確に測定する方法も示されていない。ある製品
がどれだけ性能を指向して設計されたか、あるいはど
れだけ互換性を指向して設計されたかの判断は、外部
からの観測で見極めることは困難であろうと思われる
ため、ヒアリング調査などが必要とされるだろう。こ
れは今後の課題の一つである。
　またKatz＆V面anぱ性能と互換性にオープンとクロ
L－一・Yドの評価軸を加えた四種の戦略を提示している。
本稿ではオープンとクローズドの面からの分析は行っ
ていないが、BM　PCの普及にはBM　PC互換機の存
在が大きな影響を与えており、その理解にはオープン
とクローズドの視点からのアプローチが必要である。
さらに製品アーキテクチャ論など他の技術戦略論との
組み合わせによる分析についても未着手である。これ
らの問題点は今後の課題としたい。
【注】
i依田高典・廣瀬弘毅・江頭進（1995），18ページ。
li松村・栗本・小林（1994）
hi　Liebowitz＆MargohS（1994）は、間接的ネットワーク
　外部性は市場メカニズムを通じて機能する金銭的外
　部性にすぎないと指摘している。また価格の低下の
　原因が特定できないにも関わらず、ユーザー数の増
　加と製品やサービスの価格の低下が同時に起きるケ
　ースをネットワーク外部1生によるものと論じるのは
誤りであると述べている。
35
Wしかしあるファイルフォーマットが他のファイルフ
　ォーマットと比較して普及することなどは直接的ネ
　ットワーク外部性から論じられるべきであり、プラ
　ットフォーム間の普及の度合いの差を説明するには
　直接的ネットワーク外部性と間接的ネソトワーク外
　部性の両方が必要とされるだろう。
VRoh脆（2003）邦訳，p．25．
vi　Wbodc㏄k（1988），　P．19。
v亜 翌香@d（x）ck（1988），　P．20．
diﾁに断りがない場合本稿ではOS／2とはOS2　verl　．x
　を指す。
ix互換性に関して、「高」、「中」、「無」の三段階で評価
　している。「高」が最も高く「無」が最低である。ま
　た’IEvo”はエボリューション戦略を”Revo”はレボリ
　ューション戦略を、Hシbddはハイブリッド戦略を表
　している。
xApple　I【及びApple　H　PIusはMicrosoft社カミ販売して
　いたZ－80・SoftCardを拡張スロットに挿入することで
　CP∠M用ソフトウェアを使用することができたが、
　Apple　H本体の機能ではないため互換性は「無」であ
　るとした。
xi　Linzmyer＆Hayashi（2006），　pp．102－103．
xi　Weyhrich（2002）
’ciii鞄c洋・大培敦（1996b），54－55ページ。
癬相田洋・大培敦（1996b），143ページ。
xv@lnte1（1979），　PP2－3．
miｯ野友彦（1991），255ページ。
細Cringely（1992）邦訳，　p．304．
【参考文献】
Artle，　R．＆Averous，　C．　［lhe　Telephone　System　as　a　PUblic
　Good：Static　and　Dynamic　Aspects．7乃θ、Be〃loumal　（ゾ
　Economtes　andル晦卿ε曜Science，　V）L　4，　No．1
　（Spring　1973），　pp．89－100．
Cringely，　Robert　X．（1992）ACCII）㎜EAtLPLIRES．，
　Addison－W飴ley　PUbliSl）ing　Compai）y，　MassachusedS．
　［薮暁彦訳『コンピュータ帝国の興亡』、アスキー出
　版局、1994年］
】［ntel　Corporation（1979）7乃θ8086伽むUser’s　M2コnual
　October　1979．　Santa　Clara：】inte1　CorPoration
Kat4　M．　L＆Sh町pbO，　C（1985），　NetWorl（EXtemialities，
　Competitio璃and　Con脚廿b皿ty～Tne　Am（rm　EconomiC
　Review，　voL　75，　No．3，　Jm．，1985，　pp．　424“40．
LangloiS，　Richard　N（1992），　External　economies　and
　economic　progress：　The　case　of　the　microcomputer
　indu町B厩硲3撫滋oワ1～θvたw，　V（）1．　66，　ISS．　1，p35
LiebOwitZ，　S．　J．＆MargokS，　S．　E（1994），　Netwotk
Externality：加Unoo㎜on塊晦物滅㎜1σ
36
　Econo〃2お」Persワectives，　Vol．8，　No．2（Spr㎏，1994），　PP．
　133－150
Linzmayer，　O，　W＆Hayashi，　N．（2004），『アップル・コン
　フィデンシャル2．5J上』、株式会社アスペクト
Morgan，　C．＆W㎞1，　G＆恥㎜o弼，　P．（1983），紬
　lhterView　With　Wayne　Rosing，　Bluce　Dalliels，　and　Larry
　Tesler　A　behnd－the－scenes　look　at　the　development　of
　Alle，s　Lisa。，　bye　Magazi°ne，　Feb　1983，　pp．90－114．
Shap盈），　Car1＆Var㎞ちHa1（1998），　InfonuadOn　Rulesl　A
　Strntegte　G微葱to　theハ「etwork　Econonty，　Harvard
　Business　Schoo1　Press，　Boston．
StevenWeyhrich（2002），　Apple皿Timeline，1978－81，　Apple
　H　　　　　　　　　MstDry，　　　　　　　　AppendiXB，
　httPY／ApPle2history．orgXhist（）ry／aPPy／ahb2htm1，
　（2012／01／01アクセス）
Wbod◎ocK工（1988），　The　Developm㎝t　of　MS－DOS．
　雌rDOS　　Encl）2clopαdia，　PP．345，　醐crosoft　Press，
　R」edmond．
WoU城S．　Witl　Smith，　G．（2006），　imon．・（］omputer　Geek　to
　Cult　Icon；How　l　invented孟舵Personα1ω脚嫁
　Cofounded　Apple，副撫1肋Do吻9鵡WWNo血n
　＆Company，　New　Yodk
RohlfS，　J．（1974），　A　Thθory　of　lnterdependerit　Demand　for　a
Commmications　Service，　Bθ〃加砺Eoo澱鷹副
　ル晦躍θ肛52rience，　V（）1．5，　No．1，　Spdng，1974，
　pp．16－37
Rohlfs，　Jeffrey　H．　（2003），　BandVvagon　1喚c鯉　in
　High－Technology　』泌か総，　The　Mr「　Press，
MassachusemS．［邦訳佐々木勉（2005）『バンドワゴン
　に乗る：ハイテク産業成功の理論』MT出版］
相田洋＆大塙敦（1996a）『新・電子立国　［第1巻］
　ソフトウェア帝国の誕生』日本放送出版協会。
相田洋＆大培敦（1996b）『新・電子立国　［第3巻］
　世界を変えた実用ソフト』日本放送出版協会。
依田高典（2001）『ネットワーク・エコノミクス』　日
　本評論社
依田高典・廣瀬弘毅・江頭進（1995）「ネットワーク外
　部性とシステム互換性＝産業組織論に対する新しい
　アプローチー」『京都大学経済論集』，vol．156，　No．5，
　Nov．，　pp．17－37．
星野友彦（1991）「OS／2最後の賭け」『日経バイト』1991
　年11月号pp．　250－281．
松村政樹・栗本博行・小林椀男（1999）「家庭用テレビ
ゲーム市場の分析：ネットワーク外部性とサービス
総体の視点から」『大阪大学経済学』，　vol．48，　no．3，4，
Mat．，　pp．218－232．
37
